
令和６年人事院勧告に伴う国家公務員給与改定を踏まえた公定価格の人件費改定

【趣旨・目的】
保育所・幼稚園・認定こども園等に従事する職員について、令和６年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定

の内容に準じた保育士・幼稚園教諭等の処遇改善を行う。

【公定価格の算定方法】
公定価格の算定に当たっては、人件費・事業費・管理費について、各々対象となる費目を積み上げて算定して

おり、そのうち、人件費の額については、国家公務員の給与に準じて算定している。

（参考）令和６年人事院勧告の内容
① 初任給を始め若年層に重点を置いて俸給月額を引き上げる
② ボーナスを0.1月分引き上げる（4.5月→4.6月）

※ 人事院勧告を踏まえた人件費単価の改定状況
令和３年 ▲0.9％、令和４年 ＋2.1％、令和５年 ＋5.2％、令和６年 ＋10.7％

【国家公務員給与改定に伴う公定価格の人件費の取扱い】
令和６年人事院勧告に伴う国家公務員給与の改定について、内容を補正予算により予算に反映した上で、国家

公務員給与の改定に準じて、令和６年４月まで遡って公定価格の引上げを行う。

＜子どものための教育・保育給付交付金＞ 令和６年度補正予算所要額 1,150億円

第８回子ども・子育て支援等分科会
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（改善率）

保育士等の処遇改善の推移
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(～R4.1)

R3年度

（R4.2～）

R4年度 R5年度/

R6年度(当初)

R6年度

(補正案)

安心こども基金
において創設

保育緊急確保事
業で事業継続

＋約３％

(月額約0.9万円)

計 ＋約５％

(月額約1.5万円)

計 ＋約７％

(月額約2.1万円)

計 ＋約８％

(月額約2.6万円)

公定価格に組込み
（恒久化）

新しい経済政策パッケージ
（Ｒ元～）（消費税財源）

０．３兆円超メニュー

０．７兆円メニュー
（消費税財源）

人事院勧告に
準拠した改善

（基本分単価等の引上げ）

コロナ克服・新時代開拓
のための経済対策
（処遇改善等加算Ⅲ）

計 ＋約11％
＋最大４万円

(月額約3.5万円
＋最大４万円)

計＋約12％
＋最大４万円

(月額約3.8万円
＋最大４万円)

計＋約14％
＋最大４万円

(月額約4.5万円
＋最大４万円)

計 ＋約14％
＋最大４万円

(月額約4.4万円
＋最大４万円)

計 ＋約17％
＋最大４万円

(月額約5.3万円
＋最大４万円)

計 ＋約18％
＋最大４万円

(月額約5.7万円
＋最大４万円)

程度

計 ＋約23％
＋最大４万円

(月額約7.5万円
＋最大４万円)

〈各年度内訳〉

H26 ：＋ 2.0％
H27 ：＋ 1.9％
H28 ：＋ 1.3％
H29 ：＋ 1.1％
H30 ：＋ 0.8％
R元 ：＋ 1.0％
R２ ：▲ 0.3％
R３ ： 0.0％
R４(当初) ：▲ 0.9％
R４(補正) ：＋ 2.1％
R５ ：＋ 5.2％
R６(補正) ：＋10.7％

程度

程度

程度

※ 処遇改善等加算（賃金改善要件分）は、平成25、26年度においては「保育士等処遇改善臨時特例事業」により実施
※ 各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額
※ 上記の改善率は、各年度の予算における改善率を単純に足し上げたものであり、24年度と比較した実際の改善率とは異なる。
※ 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」による処遇改善は、令和４年２～９月は「保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業」により実施。令和４年10月以降は

公定価格により実施（恒久化）
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＋

技能・経験に着目した更なる処遇改善（処遇改善等加算Ⅱ）

＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

計 ＋約34％
＋最大４万円

(月額約11.3万円
＋最大４万円)
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